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障害福祉課訪問サービス係 

 

 

重度訪問介護利用者の大学修学支援事業の実施要綱（案）等について 

 

 

 障害福祉行政の推進につきまして、日頃より御尽力をいただき厚く御礼申し上げま

す。 

 平成 30 年３月 14 日に開催された障害保健福祉関係主管課長会議において、「地域

生活支援事業等の実施について」（平成 18 年８月１日障発第 0801002 号）及び「地

域生活支援事業費等補助金及び障害者総合支援事業費補助金の国庫補助について」

（平成 21 年８月 25 日厚生労働省発障 0825 第１号）の新旧対照表案をお示ししまし

た。 

 当該資料のうち「重度訪問介護利用者の大学修学支援事業」について、別紙のとお

り記載内容に誤りがありましたので、管内の市町村に対して周知をお願いいたします。 

 なお、別紙の実施要綱及び交付要綱の内容については現時点においても案のもので

あり、正式な発出は別途行われることを申し添えます。 

 

【修正箇所】 

 社会・援護局障害保健福祉部企画課自立支援振興室資料 45 頁、75 頁 

 

 

 

【本件担当】 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 

障害福祉課訪問サービス係（佐々木、高井） 

TEL ：03-5253-1111（内線：3092） 

FAX ：03-3591-8914  

 



（別紙） 
※3/14 の資料から修正箇所に下線・取り消し線を付けています。 

 

 

資料１－２ 「地域生活支援事業等の実施について」 新旧対照表（案） 

 

（別記５） 

 

 

重度訪問介護利用者の大学修学支援事業 

 

 

１ 目的 

  重度障害者が修学するために必要な支援体制を大学が構築できるまでの間にお

いて、重度障害者に対して修学に必要な身体介護等を提供し、もって、障害者の社

会参加を促進することを目的とする。 

 

２ 実施主体 

  市町村とする。 

 

３ 事業内容 

（１）支援内容 

   （２）に定める対象者が（３）に定める大学等において修学するに当たり、大

学等が当該対象者の修学に係る支援体制を構築できるまでの間において、大学等

への通学中及び大学等の敷地内における身体介護等（以下「支援」という。）を

提供する。 

（２）対象者 

   本事業の対象者は、以下の①及び、②及び③の要件をすべて満たし、す③の要

件に該当しない障害者（以下「対象者」という。）とする。 

  ① 原則、重度訪問介護を利用する者（※） 

  ② 入学後に停学その他の処分を受けていない者 

  ③ 入学後に病気や留学等のやむを得ないと認められる特別な事由なく前年度

の修得単位数が皆無若しくは極めて少ないなど、学修の意欲に欠ける者 
    ※ 本事業は、本事業の利用時間と在宅におけるホームヘルプの利用時間を合わせたとき、

比較的長時間にわたる総合的かつ断続的な支援となることが想定されることから、重

度訪問介護利用者を対象者としている。ただし、重度訪問介護の対象者であっても、

支援の時間が長時間にならない場合は、重度訪問介護を利用していない場合であって

も対象として差し支えない。 

      なお、重度訪問介護の対象者は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費

用の額の算定に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 523 号）別表第２の１の注１の

とおり。 

（３）大学等の要件 

   本事業の対象となる大学等は、学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基づく

大学等（大学（大学院及び短期大学を含む。）及び高等専門学校）とする。 

   また、本事業は、大学等が対象者に対する修学に係る支援体制を構築できるま



での間において支援を提供するものであることから、修学先の大学等については

以下の①及び②の要件を満たすこととする。 

  ① 障害のある学生の支援について協議・検討や意思決定等を行う委員会（※１）

及び障害のある学生の支援業務を行う部署・相談窓口（※２）が設置されてい

ること。（※３） 

    ※１ 例えば、障害学生委員会、バリアフリー委員会、支援担当者会議など名称は問わな

い。また、学生支援委員会など他の専門委員会で障害学生支援について取扱う場合も

含む。 

    ※２ 例えば、障害学生支援室、障害学生支援センター、バリアフリー支援室など名称は

問わない。また、障害学生支援に関する専門部署ではないが、学生課や保健室等にお

いて障害学生支援業務を担当している場合も含む。 

    ※３ 平成 30 年度中に限り、大学等がこれらを設置する予定があることをもって、要件

を満たすものとする。 

  ② 大学等において、常時介護を要するような重度の障害者に対する支援体制の

構築に向けた計画が立てられ、着実に大学等による支援が進められていること。

（※） 
    ※ 本事業を初めて利用する対象者の場合、大学等が計画を立てる予定があることをもっ

て足りるものとする。 

 

（４）運営基準 

   支援の提供に当たっては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関す

る基準（平成 18 年厚生労働省令第 171 号）第二章を参考に市町村が定める運営

基準に基づき実施することとする。 

 

５ 留意事項 

（１）大学等への確認 

   市町村は、対象者から初めて事業の利用に係る申請があった場合又は前年度に

本事業を利用していた対象者から継続的な利用に係る申請（以下「継続申請」と

いう。）があった場合、修学先の大学等が３の（３）の要件を満たすかどうかを

大学等に確認することとする。 

   なお、継続申請の場合、３の（３）の②について、過去１年間における支援体

制の構築の進捗状況等を書面で確認を求めることとする。 

（２）本事業の対象外となる支援 

   本事業は、大学等における修学に係る支援を対象とするものであることから、

大学等からの帰宅途中における余暇活動等、修学に関わらない活動への支援につ

いては事業の対象外とする。 

   なお、修学に関わらない活動への支援は、重度訪問介護の対象となり得ること

に留意すること。 

 

 

 

 

 

 

 



資料１－２ 「地域生活支援事業費等補助金及び障害者総合支援事業費補助金の国庫

補助について」 新旧対照表（案） 

 

別表 

  
１ 区分 ２ 種目 ３ 基 準 額 ４ 対 象 経費 ５ 補助率 

地域生活

支援事業

費補助金 

地域生活

支援促進

事業 

23.重度訪問介護利用者

の大学修学支援事業 

1,280千円に利用者数

を乗じた額 

 

①支援時間が 500 時

間以内の者 

支援時間×3,920

円又は 800,000 円

の低い方の額 

 

②支援時間が 500 時

間を超える者 

支援時間×1,600円 

重度訪問介護利用者の大学

修学支援事業の実施に必要

な報酬、給料、職員手当等、

共済費、賃金、報償費〔謝

金〕、旅費、需用費（消耗

品費、燃料費、食糧費〔会

議費〕、印刷製本費、光熱

水費及び修繕料）、役務費

（通信運搬費、手数料、保

険料及び広告料）、委託費、

使用料及び賃借料、備品購

入費、扶助費、負担金、補

助金、交付金、助成金 

（［ ］内は、公益法人等

事業における対象経費名で

ある。） 

１ 

－ 

２ 
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